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論 文
市場経済と国家一自由・統治・勤労
若 森 章 孝
要 約
近代国家は国民国家であり，強制力を有する統治機構という面と公共の事柄の決定への人民の参加とい
う面という二重性をもっている。経済学は国家の統治（政府） としての側面を経済学に取り込み，統治の
原理について， また，統治（政府の管掌事項） と自由（政府の非管掌事項） とをどのように区別するかに
ついて活発な論争を展開してきた。イギリスの古典経済学が功利主義に見られるように「統治の科学」と
統治の技術としての経済政策の研究に関心をもったのにたいし，古典経済学を批判したマルクスは，資本
主義市場経済における「統治の技術」 （国家の自立性)の限界を強調し，労働者の経済的解放を保証する統
治形態を追求した。20世紀の経済学は，国民的効率の向上（国際競争の激化）と貧困・失業のような社会
問題の解決をいかに両立させるという文脈で，自由と統治の問題を議論した。グローバリゼーションによ
って国民国家の枠内で調整された自由と統治の関係が再審されている今日，公共の事柄の決定への市民参
加という近代国家のもうひとつの性格との関連で，統治の目的や優先事項の形成に関する議論が重要にな
っている。
キーワード：近代市民社会，自由，統治，古典的共和主義勤労社会，功利主義，労働する人間，労
働の権利，統治の科学と技術，国家の相対的自律性，市民権，国民的効率，福祉国家，
国民国家，グローバリゼーション
経済学文献季報分類番号:01-13,01-23,02-28,02-60,2-63
1 問題の所在
「市場経済（資本主義市場経済） と国家」に含まれる諸論点は当初から論争的であり，国家を統
治（政府）に等値し，論点を市場経済に対する統治の役割にしぼったとしても， 「市場経済と統治」
の関連（境界線）は時間的に可変的であるばかりでなく，空間的にも実に多様であり各国の国民的
性格を宿している。それゆえ， 「市場経済と国家｣について議論する場合，諸論点の論争的性格およ
び，市場経済と国家との接合関係の時間的・空間的多様性を十分に考慮しなければならない。しか
し，論点が論争的であり，関係が多様であるということは，議論しにくいということであり，市場
経済との関連における近代国家の体系的な理論化が困難であるということでもある。
市場経済と国家との関係が論争的な論点を含むにもかかわらず，経済の領域と政治の領域が近代
市民社会（社会状態）におけるもっとも重要な社会的現実であることには変わりがない。別の言い
方をすれば，中世的世界秩序から近代的世界秩序への長期にわたる試行錯誤の移行過程における諸
危機に対する解決策として,資本主義市場経済の構成要素と近代国家の構成要素が形成されてきた。
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裁判や徴税，警察や軍隊といった諸要素は，ストレイヤー〔1975〕によれば早くも12世紀ごろから
個々別々に姿を現すが， これらの諸要素がひとつの中央集権的な統治機構を構成し， この統治機構
が「支配者の実効的な影響力や優越性」を意味するラテン語のスタトウスによって呼ばれるように
なるのは,ルネッサンス期に起こった危機への解決策としてであった(バデイ／ビルンボーム(1990)
109-126ページ)。そして，忘れてならないのは，統治機構としての国家が自由な市民の政治的共同
体というポリス的秩序の理念を否定するかたちで発展したとはいえ，それが13-16世紀におけるイ
タリアの自主的共和国の経験によって復活した｢古典的共和主義」 （公共の事柄の決定への人民の参
加）への関心を内包していることである。つまり国家は，統治（非人格的な強制力）の次元と政治
的次元（公的事柄の決定と対立的諸利害の調整の領域） というふたつの側面をもっているのであ
る')。そして，「市場経済と国家」に関する論点の論争的性格とこの両者の関係の多様性は， このふ
たつの側面を資本主義市場経済との関連でいかに統一的に把握するかということに起因していると
思われるのである2)。
経済学は政治的次元の問題（闘争と討論を通じての諸価値の調整）を議論の外部に置いてきたと
はいえ，国家を統治（政府）の役割というかたちで経済学に取り込み， 自由であるべき経済活動と
統治の関連についての原則に関心をもってきた3)。そして，資本主義市場経済の大きな転換や危機の
度に，市場経済に対する統治の新たな役割とありうべき統治形態が問われてきた。統治の強制力の
行使が市場社会の一般的ルールーハイエク「ヒュームの法哲学および政治哲学」 （1963）で引用さ
れたヒューム『人性論』 （1740）の表現によれば，財産の安定性，同意を通じての財産の譲渡，約束
の履行の3つ－の遵守に厳格に限定されるべきことは，構造的危機や「社会問題」を背景とする
論争的文脈において，繰り返し主張されてきた原則であった。また，政府の管掌事項と非管掌事項
の境界線をどこに引くかという問題も，ケインズが「自由放任の終焉」 （1926）で指摘しているよう
に4)， 18世紀のパークやスミスの時代から1789-1848という大転換期におけるベンサムやJ.S.ミルを
経て20世紀に至るまで議論され続けている古典的テーマである。法による統治（政府）の管掌範囲
も，その対象を租税，国防，国内治安・司法行政，教育， インフラに限定したスミス5)の『国富論』
（1776）から，不確実性や投資配分6)にまで関与するケインズの『一般理論』（1936）を経て，金融・
財政政策， ・産業政策，雇用政策，福祉政策，環境政策にまで広がってきた。政府の管掌事項の拡大
に照応して，統治（政府）のあり方を特徴づける言葉も，安価な政府（スミス)，夜警国家（ラサー
ル)，法治国家，国民国家，行政国家，企業国家（ヴェブレン)，多元的国家（ラスキ)，組合主義国
家（シュパン)，福祉国家（ウィリアム・テンプル)，社会国家，新しい産業国家（ガルブレイス)，
自由主義的民主主義（マクファーソン)，制度化された妥協（レギュラシオン理論)，最小国家（ノ
ジック)，シュンペーター的勤労福祉国家（ジェソップ） というように時代とともに変化してきた。
しかし，問題は，市場経済では対応できないか，対応にはコストと時間がかかり過ぎる経済的・
社会的問題に政府がいわば「便宜」として取組むというかたちで，政府の管掌事項が便宜的。なし
崩し的に拡大してきたことである。統治の範囲の拡大の理論的根拠と正統性が，かの「原則」との
76
261市場経済と国家一自由・統治・勤労（若森）
関連で理論化されていないのある。 「統治の科学」をめぐる論点が自由主義の「原則」的次元を踏み
越えるまでに深く研究されたことは， きわめて稀であった。例えば，ハイエク自身が「自由主義が
その一般的原理を新しい諸問題[政府のサービス機能〕に適用しそこなった」 （ハイエク〔1986〕243
ページ）ことを認めている。マルクスは， 「経済の領域」における私的所有が廃棄されるなら，政治
の領域は階級支配の道具である国家（統治機関） と同様に「社会」に吸収されて死滅すると考えて
「経済学の批判」－『資本論』 （1867）－に取組むが，近代社会における市場経済と国家（政治
的領域)については著述プラン以上のものを残していない7)。そしてケインズは，政治の領域をパー
クに倣って「便宜の科学」として考えていた8)。
2 「自由と統治」をめぐる議論と「労働の権利と国家介入」をめぐる議論
ロック以降の18世紀のイギリスの古典派経済学の展開は「政治学の衰退」をともなったというシ
ェルドン・ウォーリン〔1994〕の有名な評価があるが，ウインチ〔1989〕の『アダム・スミスの政
治学』やホーコンセンの「立法者の科学」についての研究はウォーリンのこの評価を相対化させる
ものであり， 『国富論』の執筆が「法と統治の一般原理」という大きな研究構想の一部にすぎないこ
との意味を改ためて考えさせるものである。しかし， 「自由と統治｣に関する問題力§本格的に議論さ
れ「統治の科学」が具体的に展開されるのは， 「商業社会」の歴史的把握という問題設定の下で富裕
欲・勤労・社会形成と自由な統治との関連が問われた18世紀であるよりも，「産業(=勤労）社会」
という舞台設定の下で， フランス革命のラディカルな社会改革の影響と産業革命のもたらした「社
会問題」への対応を迫られた19世紀の前半およびフランスにおける1848年の「2月革命」前後のこ
とであると思われる。
このような19世紀前半のイギリスの文脈で，ベンサムは『道徳と立法の諸原理序説』（1789)や未
公刊の膨大な草稿において功利（＝公益）主義に基づいて，利己的人間の経済的自由と社会全体の
最大幸福（構成員の利益の総計） とを調和させるような「立法の科学」と「統治の技術」を構築し
ようと試みた。民法の目的を構成する「生存，豊富，平等，安全」には，富者から貧者への所得移
転によって平等が高まれば，社会全体の幸福が増大するという「再分配」肯定の論理も含まれるて
いるが，財産の安全保証が勤労意欲を誘導して豊富と生存を作り出すという論理に基づいて，平等
はすべての前提である安全を脅かしてならないとされている。さらに，個性や多様性を重視するこ
とでベンサムの功利主義を修正したJ.S.ミルは，『経済学原理』 (1848)や『自由論」(1859)などに
おいて，現実の利己的人間を想定した政府（統治）の役割と教育やアソシアシオンなどによる人間
性の改善がひらく統治の新しい可能性について考察した。以上の議論から注目されるのは， (1)統治
の科学的根拠（サイエンス)，その目的と技術（アート）が「原則」の確認レベルをはるかに越えて
展開されていること， (2)貧者への扶助を慈善やたんなる便宜によってではなく，功利主義的な「平
等」の論理によって正当化できること， (3)救貧法についての論評に見られるように，扶助の対象と
なる困窮者と労働能力ある貧困者を区別する基準を厳格にすることで「勤労」を再定義して，労働
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者を市場原理に基づいて産業社会に統合しようとしていること， (4)特にJ.S･ミルの場合に見られる
ように，統治への理論的関心は，社会問題への統治（政府）の介入を拒絶する自由主義と国家介入
によってそれを解決しようとするフランス的急進主義との両極端を超えようとすることから生まれ
ること，などである9)｡
フランスでもすでに,8世紀の中頃，チュルゴーが扶助の対象となる「真の」貧民と労働可能な貧
民を峻別し，後者を市場原理（等価交換）に基づいて「労働する人間」として社会に統合する議論
を展開していたが， フランス革命の｢人間と市民の権利宣言」 （,789）を受けて｢物乞い根絶委員会」
力§貧民を市民として統合するために貧民への扶助を「生存の権利」として認める布告（,790）を出
して以来，労働可能な貧民への扶助は，生存の権利を要求する貧民と労働の義務を要求する｢社会」
との相互的な権利義務関係として理解されるようになる。つまり，貧困は経済問題に加えて社会問
題としての性格をもつようになった。しかし， 「物乞い根絶委員会」は「労働の権利」を認めること
はできない。国家がこの権利を認めことは自由な経済活動への国家介入を義務づけることであり，
それは市場経済の原則（財産の安全）を侵犯することになるからである。それゆえ,労働の義務だ
けあって，労働の権利をもたない貧民と国家との相互的関係は権利の内実を欠いている｡こうして
阪上孝〔,999〕が言うように，「労働の権利」を国家に請求することがフランスの社会主義運動の目
標になった,0)。そして，，848年の2月革命が｢労働の権利｣を労働の自由と生存の権利の条件として
承認するともに，労働の権利を所有権の絶対性と経済活動の自由に対する侵犯として批判する自由
主義者（テイエールなど） と勤労原理に基くアソシアシオンによって個人の開花と産業社会の発展
との両立を追求する社会主義者(サンシモン主義)との対立が展開されることになる'1)。このような
フランスの議論から注目されるのは， （,),9世紀のフランスの貧困問題は経済問題であるとともに社
会問題であること， (2)市場原理による労働者の統合とならんで，労働者と国家との契約関係による
社会統合の原理が存在すること， （3） 「労働の権利」の承認は，労働（勤労）が社会的きづなの中心
的要素になったことを意味すること， (4)この勤労原理に基づく，経済および社会にとっての統治(ア
ソシアシオンとテクノクラートによる「人間の統治から事物の管理へ｣）と統治形態（国民国家への
労働者の統合と統治機構の集権化・肥大化）の展開，などである。
以上の,9世紀の初頭から中頃にかけての英仏の議論の背景には，自由な諸個人の関係を超えるも
のとしての「社会」を認めない原子論的社会観（社会名目論） と，私的諸個人の関係を超えるもの
としての「社会」の創出を志向する契約論的社会観（社会実在論） との対立がある。また，両者の
対照的な議論の仕方には，国家（統治）の市民社会に対する関係の相違，すなわち，比較国家論で
知られているフランスのビルンボームが言うところの， 「市民社会による統治」 （小さな官僚制のイ
ギリス）と「国家による統治」 （大きな官僚制のフランス）との相違が反映されているといっていい
だろう12)｡
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3 マルクスにおける「経済と国家」－「国家の形態における市民社会の総括」
マルクスは「唯物史観の公式」を素描した『経済学批判』の「序言」 （1859）のなかで，「ヘーゲ
ル法哲学批判」 （1844）から出発した自分がどのような道筋を通って「市民社会の解剖学を経済学に
求めるに至った」を説明しているが，経済活動の圧倒的優位によって規定される「近代市民社会」
という対象が政治学や法哲学では解きえないことを自覚して，それを「経済学批判」という方法を
用いて解明しようとするマルクスの認識は， 「在来の諸学問とりわけ政治学(社会哲学）ではときえ
ない,新たな対象と方法とを切り開き,新たな社会理論を経済学的方法によって構築｣(竹本洋〔1995〕
40ページ）しようとしたJ・スチュアートの『経済の原理』(1767)と共通の性格をもっている'3)。
『経済学批判』のための膨大な草稿である「経済学批判要綱』 （1857-58）のなかで，マルクスは
国家を経済学に取り込んだ例の「経済学批判プラン」を何度も書き残している。資本一賃労働一土
地所有という前半体系と国家一外国貿易一世界市場という後半体系からなる著作プランのひとつ
に，つぎのようなものがある。
「1一般的抽象的諸規定
2市民社会の内的編成をなし， また基本的諸階級がその上に存立している諸範曉。資本，賃労
働，土地所有。それらの相互関連◎都市と農村。 3大社会階級。
3国家の形態における市民社会の総括。自己自身にたいする関連での考察。「不生産的｣諸階級。
租税。国債◎公信用。人口。移民。植民地。移民。
4生産の国際的関係。国際分業。国際的交換◎輸出入。為替相場。
5世界市場と恐慌」 （マルクス［1981］62ページ）
ここではプラン問題およびこの問題をめぐる論争に立ち入る余裕はないが，問題はこのプランで
指摘されている「国家の形態における市民社会の総括」とは何を意味するのか， ということである｡
端的にいえば，それは第一に，資本主義市場経済にとっての統治（政府）の役割のことであり，救
貧政策や移民政策によって貧困や過剰人口といった諸矛盾を緩和する国家が資本主義の再生産にと
って不可欠であることを示すことで，国家から自立した自由な市場経済という見方を批判するねら
いをもっている。イギリス古典派経済学を批判したフランスのシスモンデイ （1773-1842）もこのよ
うな国家の役割を強調している'4)。そしてマルクスのもうひとつのねらいは，「市民社会による国家
の組み敷き」という表現に見られるように，経済的領域の諸矛盾の暴力的解決である恐慌が世界市
場的連関を通じて各国に波及することに対して，国家が無力であることを示すことによって，市民
社会に対する国家の自立化が外観にすぎないこと （周期的恐慌は社会変革に通じていること）を明
らかにすることである'5)。このように｢恐慌と革命の経済学｣としての経済学批判体系における統治
の限界についての議論は，マルクスが19世紀のイギリス古典経済学において展開されたような「統
治の科学」や「統治の技術」 （経済政策）に関心をもつことを妨げた'6)。そして，彼の関心は，現行
の統治（階級支配） と統治形態（中央集権制，官僚・軍事機構の肥大化）を超える統治の新しい可
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能性の問題に移っていくのである'7)。
しかしマルクス理論には， 「市場経済と統治（国家介入)」の議論に加えて， 「政治の領域」をも視
野に入れた国家についての断片的ではあるが,興味ぶかい考察がある18)｡1840年代の｢政治学批判プ
ラン」 （1845）や『ルイ・ボナパルトのブリュメール18日』（1852)，「フランスの内乱』 （1871）など
がそれである。Rubel(1994)によれば，マルクスは政治学批判の構想において，経済的諸矛盾を政
治（徳）によって解決できるというジャコバン主義の「思いあがり」を批判する一方で， 「政治の領
域」における諸階級・諸階層間の対立と同盟の動きが「経済の領域」で科学的に確認できる対立構
造から相対的に自律している状況を描写する。国家を階級支配の道具と考える見方（『共産党宣言』
（1848)）を越えるこの「国家の相対的自律性」という認識'9)は，「国家の形態における市民社会の総
括」についてのもうひとつの理解を示すものであり, 1920-30年代に「ファシズムとフォーデイズ
ム」に対する批判的考察から生まれたグラムシの国家論一国家＝強制力十へケモニー（同意）一
一や1960年代のプーランザスの構造主義的国家論に通じている。そして，政治の領域を通じて形成
される｢制度諸形態｣が資本蓄積をいかに方向づけるか，という点に注目するレギュラシオン理論20）
－「制度化された妥協」という国家認識一は，市場経済にとっての統治の役割（国家介入） と
「政治の領域」で形成される統治の目的（対立しあう諸価値間の妥協） とを総合する理論的可能性
をもっている。
4組織化時代の自由・統治・市民権
19世紀末の大不況を経て20世紀になると，「自由と統治」や「労働の権利と国家介入」の問題は，
国内的には企業の支配力の増大（カルテル， トラスト） と労働者の社会的発言力の増大（労働組合
の交渉権,政治的市民権＝普通選挙権)，国際的にはイギリスの覇権衰退と諸国民国家の対立激化と
いう文脈で， しかも「自由な諸個人」がすでに国民や階級，集団や組織に統合されていることを自
明の前提にして，議論されるようになる。国民的競争力の強化（国民的効率の重視，通商政策，植
民地政策） と社会問題の解決（年金，健康，失業などの社会保険） とをいかに両立させるか， とい
うことが国民国家の課題になった2,)｡国民国家は，国民的競争国家であり福祉国家であり，戦争国家
である。そして，国民である限りで保証される社会的市民権（生存権）の制度化は，労働者階級の
「社会的国民国家」 （バリバール〔1997〕167ぺージ）への統合と国民的経済効率の上昇とを接合す
るねらいをもっていた22)o
2つの世界大戦と両大戦間における構造転換（新しい諸制度の形成）を通じて，第二次世界大戦
後，アメリカの覇権安定の下でフォーデイズム（大量生産一大量消費一大量廃棄の発展様式）がヨ
ーロッパや日本に波及し， 「資本主義の黄金時代」 （1945-74）が実現したが，ここで注意すべきは，
フォーディズムを出現させた「制度化された妥協」 （労使妥協，社会福祉の基準)が国民的枠組みの
中で，労組や経営者団体，政府や行政官僚といった諸集団の代表者間の交渉（ネオコーポラテイズ
ム）によって決められたことである。フォーデイズム時代の国家は「フォード／ケインズ／ベヴァ
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リッジ的国家」と呼ばれている23)。
5 結びに代えて
国民的枠組みの中で「効率と公平」を調整したフォーデイズムが解体し，金融と情報技術の主導
によって経済のグローバリゼーションが進行する20世紀末の今日，さまざまなかたちで市場経済に
とっての統治の役割が改めて問われ，国民的効率と労働市場や福祉のあり方との関連が'9世紀末と
同じように見直されている。世界市場での競争力は諸国民のイノヴェーション・システムや学習能
力に依存するので，労働市場の制度や福祉政策はそのような国民的競争力を高める方向で制度変化
を余儀なくされている。イギリスの政治学者，ジェソップはかかる制度変化を推進する国家を「シ
ュンペーター的勤労福祉国家」と呼んでいる。さらに，長期の大量失業や「社会的排除」の問題を
抱えるヨーロッパについて見ると，国民国家は失業者や若者を「労働する人間」として， また移民
や「不法滞在者」を社会的市民権によって国民としてに，社会に統合することに困難を呈している。
そして， 「国家の後退」や「最小国家」が叫ばれるにもかかわらず，内外の統治と監視は逆に強化さ
れている24)｡しかし,20世紀初頭からフオーデイズムまでの時代と今日の大きな違いは，国家や国民，
企業や労組といった既成の集合的アイデンティティに埋没しない市民や市民団体やアソシアシオン
が生まれ，企業や国家とは別の基準から「市場経済と国家」のあり方を，環境問題やジェンダー問
題をも視野に入れて探求していることである25)。
［付記］本稿を謹んでこの春に急逝された松岡保教授の霊前に捧げたい。教授はロシア経済思想史のすぐれた研究
者であり，ユーモアと鋭い市民感覚の持ち主でした。
注
1）近代国家が，統治機構（非人格的強制力） と古典的共和主義（人民の公的事柄への参加） という対立的な2つの
側面を含んでいることについては, Skinner[1989],佐藤正志[1991]を参照されたい。
2）経済思想史の文脈において「市場経済と国家」の問題を検討する本稿では立ち入ることはできないが， ウォーラ
ーステインの世界システム論は，近代世界を，交換と分業の世界的関係としての「経済」とナショナルな領域にお
ける利害調整としての「政治」とのジレンマを内包するシステムとして理解し，経済が生み出す不平等と不平等を
緩和する国家（リベラリズム）との動態的関係の歴史的変容を興味深く分析している。ウォーラーステイン[1997],
松岡利道［1999］を参照されたい。
3） 「自由と統治」という問題軸は，平井俊顕／深貝保則［1993］に依拠している。
4）ケインズは， この「境界線」が固定的ではなく各時代の文脈で引き直されねばならないことを強調して，つぎの
ように述べている。 「パークが｢立法上のもっとも微妙な問題のひとつ，すなわち国家が自ら進んで公共の英知にし
たがって指揮監督すべきものは何であり，国家が能うかぎり干渉を拝して個々人の努力に委ねるべきものは何であ
るかを決定する問題』 と呼んだ問題は， これを抽象的論拠に基づいて解決することはできず，その詳細にわたる功
罪の検討に基づいて論じなければならない。ベンサムがかつて，忘れられているが有益な用語法において，なすべ
きこと(Agenda)となすべからざること(NonAgenda)と名づけたものを区別しなければならず，しかもこの区
別にあたって，ベンサムのように干渉は『一般的に不要』であり， しかも『一般的に有害」であると，前もって想
定することをやめなければならない。今日，経済学者にとっての主要な課題は，おそらく，政府のなすべきことと
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なすべからざることとを改めて区別しなおすことである。そして，それに付随する政治学上の課題は，そのなすべ
きことを成し遂げることができるような政府形態を，民主制の枠内で工夫することである」 （ケインズ［1981］344
-345ページ)。
5）スミスにおける経済学と国家(法と統治)の問題については，近藤加代子[1988]，新村聡[1994]，和田重司[1990],
渡辺恵一［1986]，ウインチ［1989］を参照。
6）ケインズはさらに人口も政府の管掌事項にあげているが， この人口問題を1930年代に福祉国家の決定的な政策課
題として提起したのが，スウェーデンのミュルダール夫妻である。宮本太郎［1999］を参照されたい。
7）マルクスにおける国家・自由・統治については，廣松渉［1982]，大薮龍介［1978］を参照。
8）ケインズの国家観については，宮崎義一［1980]，斎藤隆子［1997]，玉井龍象［1999］を参照。
9）ベンサムの「立法の科学」については，有江大介［1993]，永井義雄[2000],ミルの社会経済思想における自由
と統治の議論については，杉原四郎［1974］［1980]，深貝保則［1993]，馬渡尚憲［1997］を参照。
10）阪上孝〔1981〕を参照。
11）メーダ[2000]第4章「人間の本質としての労働」を参照。
12）バディ／ピルンボーム［1990］の英仏の国家の比較分析を参照されたい。
13）坂本達哉［1995］第II部第4章「『政治論集」における文明社会認識の展開」によれば，『政治論集」 (1752)にお
けるヒュームは「近代社会の基礎構造を経済学の言葉で原理的に表現し，擁護しようとした最初の人物」 (180ペー
ジ）であり，竹本の言う 『経済の原理』におけるスチュアートと共通性を有している。
14）シスモンディにおける経済と国家の関連については，吉田静一〔1982〕を参照。
15）「市民社会による国家の組み敷き」という表現は以下のような経済学批判プランのなかにある。
「資本
土地所有
賃労働
国家（国家と市民社会。租税または不生産的諸階級の存在，国債，外側に
むかっての国家，すなわち植民地）
外国貿易。為替相場。国際的鋳貨としての貨幣。
世界市場。市民社会による国家の組み敷き。恐慌」
（マルクス［1981］311ページ)。
16）古典経済学の経済政策については，ロビンズ［1964]，岡田与好［1987］を参照。
17）平田清明［1969］によれば，マルクスは機械に対する労働者の関係の回復（｢個体的所有の再建｣）を可能にする
ような統治形態（政治形態）を追求し， これを1871年のパリコミューンの中に見出し，次のように述べる。
「それ〔コミューン〕は，本質的に労働者階級の政府〔統治〕であり，……労働の経済的解放をなしとげるた
めの，ついに発見された政治形態であった。……コミューンは，多数の人間の労働を少数の人間の富と化する，
あの階級的所有を廃止しようとした。それは収奪者の収奪を目標にした。それは，現在おもに労働を奴隷化し
搾取する手段になっている生産手段，すなわち土地と資本を， 自由な協同労働の純然たる道具に変えることに
よって，個体的所有を事実にしようと望んだ」 （マルクス〔1966〕319ページ)。
18）新しい問題意識にもとづくマルクスの政治学および国家論についての研究として,Balibar(1997),バリバール
〔1999〕，リュベール[1977],Rubel[1998]などがある。参照されたい。
19）わたしはここで，丸山真男［1963］が言うところの，「絶対的妥協｣， 「ちがった目的のあいだの妥協」のことを考
えている。
20）レギュラシオン学派の国家論については,Thgret[1992],若森章孝[1996]を参照されたい。
21）西沢保［1999]，姫野順一［1999］を参照。
22）国民国家間の競合関係の激化という文脈で，参政権や福祉の保障といった市民権が労働者階級を国民的生産力と
して統合し，彼らを国家間戦争に動員する重要な媒体になったことについては，斎藤日出治〔1998〕を参照された
い。
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23）ケインズの雇用理論とベヴァリッジの福祉国家プランとの不可分な関連については，平井俊顕（1999）を参照。
24） ヒルシュ〔1998〕は，行動や自由の要素が抑圧され，出来事の可能性が事前に政治から締め出される一方で，国
際競争のためにすべての国民を動員する現代国家を「国民的競争国家」と呼んでいる。
25）斎藤純-[2000)によれば，今日の国家による統治は，能動的な個人の自己責任やコミュニティの自己統治に働
きかけることを通じて「社会的なもの」 （雇用や健康の維持，生命＝生活の保証）を確保するという「統治の統治」
に変わりつつある。斎藤は， この市民社会の多元性と自発性に働きかける「統治の統治」の形態が，行為の脱政治
化や社会的排除という問題をともなっているとはいえ，公共性の新しい定義の可能性をもっていると考える。
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